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平成１８年度事業報告書 
組 織 運 営 

Ⅰ 総会の開催 
 
  第１回通常総会 
    期 日     平成１８年５月３０日（火） 
    場 所     港区虎ノ門４－１－１  虎ノ門パストラルホテル 
    議 案    
       第１号議案 平成１７年度事業報告及び収支決算の承認の件 
       第２号議案 社団法人国際食糧農業協会との統合に関する準備委員会の設置に 
               関する件 
       第３号議案 役員任期満了に伴う改選の件 
       その他議案 短期借入金の限度額変更に関する件 
 
  第１回臨時総会 

   期  日    平成１９年２月２日（金） 
   場  所    港区虎ノ門４－１－１  虎ノ門パストラルホテル 
   議  案     
      第１号議案 社団法人国際食糧農業協会との統合の承認に関する件 
      第２号議案 定款の一部変更の承認に関する件 
      第３号議案 現役員の任期の変更に関する件 

 
  第２回通常総会 
    期  日    平成１９年３月１９日（月） 
    場  所    港区虎ノ門４－１－１  虎ノ門パストラルホテル 
    議  案 
       第１号議案 平成１９年度の会費及び賛助会費の額並びに徴収方法を定める件 
       第２号議案 平成１９年度事業計画及び収支予算承認の件 
       第３号議案 諸規程の一部改正に関する件 
       第４号議案 役員の改選に関する件 
 
 
Ⅱ 理事会の開催 
 
 第１回理事会 
   期  日   平成１８年５月３０日（火）      

場  所   港区虎ノ門４－１－１  虎ノ門パストラルホテル 
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    議  案    
       第１号議案 平成１７年度事業報告及び収支決算の承認の件 
       第２号議案 社団法人国際食糧農業協会との統合に関する準備委員会の設置に 
               関する件 
       第３号議案 役員任期満了に伴う改選の件 
       その他議案 短期借入金の限度額変更に関する件 
 
  第２回理事会 
    期  日   平成１８年５月３０日（火） 
    場  所   港区虎ノ門４－１－１  虎ノ門パストラルホテル 
    議  案  
       第１号議案 会長、副会長、専務理事の互選に関する件 
       第２号議案 会長の職務代理に当たる副会長３人の順序を定める件 
 
  第３回理事会 
    期  日   平成１９年２月２日（金） 
    場  所   港区虎ノ門４－１－１  虎ノ門パストラルホテル 
    議  案 
       第１号議案 社団法人国際食糧農業協会との統合の承認に関する件 
       第２号議案 定款の一部変更の承認に関する件 
       第３号議案 現役員の任期の変更に関する件 
 
  第４回理事会 
    期  日   平成１９年３月１９日（月） 
    場  所   港区虎ノ門４－１－１  虎ノ門パストラルホテル 
    議  案 
       第１号議案 平成１９年度の会費及び賛助会費の額並びに徴収方法を定める件 
       第２号議案 平成１９年度事業計画及び収支予算承認の件 
       第３号議案 諸規程の一部改正に関する件 
       第４号議案 役員の改選に関する件 
 
  第５回理事会 
    期  日   平成１９年３月１９日（月） 
    場  所   港区虎ノ門４－１－１  虎ノ門パストラルホテル 
    議  案 
       第１号議案 会長、副会長、専務理事の互選に関する件 
       第２号議案 会長の職務代理に当たる副会長３人の順序を定める件 
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4 



 

事 業 内 容 

一 般 会 計 

（国庫補助事業） 

Ⅰ 海外食料農業情報整備等促進事業 
 

1  海外農林業協力 NGO 等活動促進事業 
  農林業分野において限られた資金と人材で「草の根」の国際協力を実施してい  
る NGO を支援するため、次の事業を実施した。 

 
（1） 人材養成・研修事業 

① NGO スタッフの養成研修（２団体、２件、３１名） 
② 内外 NGO 相互の技術交流 
・課題別国内ワークショップ（３月、栃木県茂木町、参加者２６名） 
・現地技術交流会（６件、アジア諸国、派遣計２４名） 

 
（2） 専門家派遣支援事業 

① 専門家海外派遣支援（１３団体、１４件、派遣計２２名） 
② 受入研修への専門家派遣支援（１件、国内、派遣２名） 
③ 現地調査支援（３団体、３カ国、派遣計５名） 

 
(3)  評価検討事業 

① 事業評価検討委員会の開催（２回） 
② 現地活動状況調査（１団体、１件（中国）、２名） 

 
（4） 情報発信・普及啓発事業 

① 情報誌「NGO と農林業協力」の発行（年２回、各 1,000 部） 
② 情報収集・提供（NGO 等の活動成果やイベント情報をデータベース化して、当協

会のホームページ上で提供） 
 

２ 途上国支援のための基礎的情報整備事業 
 

(1)  調査研究事業 
         農林水産省による開発イニシアティブに基づくアフリカ諸国への新たな農業開発

支援に係る基礎的情報をえるため、下記の調査についてそれぞれ検討委員会を設

置・開催するとともに現地調査団を派遣し、報告書を取りまとめた。 
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① 国別研究 ： 「ガーナの農林業」 
② 自給的作物研究 ： マメ類（ベナン国） 
③ 高収益農業研究 ： 養蚕（ケニア国、ウガンダ国） 
④ 農業・農村制度研究 ： 一村一品運動（ウガンダ国、ガーナ国） 

      また、セミナー「アフリカにおける農業及び関連産業の振興―貧困からの脱却と農家

生活向上のために～」を開催し、上記 ③、④の成果を発表した。 
 

（2） 情報提供事業 
農林業協力についての情報を幅広く提供するために次の活動を行った。 

① 情報誌「国際農林業協力」の発行（年４回） 
② パンフレット「農林業国際協力のあらまし」和文改訂版の作成 
③ 内外の文献情報の収集・整理 

平成１８年度末の蔵書数 
         和書  9,376     洋書  8,644    合計   18,020 

④ 報告書等各種情報のデータベース化とホームページを通じた情報提供 
 
Ⅱ  開発途上国農民組織化推進事業 

農民組織の発展が初期段階にあるアフリカ等の LDC 諸国を対象として、我が国の農協 
等の経験をも活用しつつ、農民組織化の推進や組織運営能力、事業の企画・発展能力の 
向上を図り、農業・農村の振興に資するため次の事業を実施した。 
1  受入指導 （４カ国、各１９日間、計２１名） 
2  現地指導 （４カ国、延べ３２日、延べ４名派遣） 

 
Ⅲ 食料・農業協力啓発促進事業 
   食料安全保障や農業協力の重要性を我が国の関係者や関係機関に幅広く理解してもら 

うために次の事業を行った。 
1  FAO 寄託図書館の運営 

2  国際ワークショップの開催 

   (1) 「国際農業研究の将来と次世代への期待」（５月２９日、ほか２団体と共催） 
     講師：ノーマン・ボーログ博士   場所：東京農業大学百周年記念講堂 
   (2) 「アフリカ農業支援シンポジウム」（９月１２日） 

基調講演：中川昭一農林水産大臣 
討   論：板垣啓四郎東京農業大学教授、シマシク駐日ザンビア大使 ほか５名 
場   所：国連大学ウ・タント国際会議場 

3  講演会の開催 

農林業分野の国際協力、我が国の農業分野を巡る国際問題をテーマとし、農林水産政 
  策研究所および社団法人国際食糧農業協会（FAO 協会）と共催して年間８回の講演会  

を開催した。 
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4 国際機関刊行物の翻訳出版 
世界食料農業白書など FAO 刊行物３点の翻訳・出版を行った。 

5 国際協力モニター事業 
我が国 NGO, 農業団体関係者を海外の国際協力の現場に派遣し、帰国後視察結果 

  を広く発表してもらった。（３件、計５名） 
6 食料安全保障検討委員会事業 

学識経験者からなる検討委員会を設置し、食料・農業協力啓発促進事業の実施運営に 
  助言を求めるとともに、WFP および FAO を通ずる農林水産省のアフリカ地域稲作普及事 
  業への後方支援を行った。  
 

（受 託 事 業） 

Ⅳ  国庫受託事業 
 

1 アジア地域における持続的農業・食品産業確立支援事業 （農林水産省） 
     我が国を含めたアジア地域における食の安全の確保に資するため、アジア生産

性機構（APO）と協力して次の事業を行った。 

（1）農産物のニッチ市場視察団の実施 （１１月、東京） 

（2）食品の安全確保のための ISO22000 セミナーの開催 （１月、東京）  

（3）専門家派遣により各国の取り組みを支援 （３カ国、延べ４人派遣） 

 

2 日アセアン地域技術交流事業 （農林水産省） 
     アセアン地域各国の農業政策担当官と農業農村政策に関する意見交換を実施して 

適時、的確な協力ニーズを把握し、食料・農業・農村分野の我が国 ODA の一層の効率

化を図るため、アセアン事務局と連携して次の事業を行った。 
（1） アセアン農業政策担当セミナーの開催 （１１月、東京） 
（2）「農産物流通と収穫後処理技術」シンポジウムの開催 （３月、タイ国チェンマ

イ市） 

（3）「農村における起業」シンポジウムの開催 （３月、フィリピン国ケソン市） 

（4） 農業協力技術情報誌「Expert Bulletin」の発行 (年４回) 

 
3  アフリカ地域における食糧の持続的生産技術普及支援調査事業（農林水産省） 

     アフリカ地域における持続的な食糧生産技術を確立し普及することを支援するための

協力政策を立案するため、これまで事業を実施してきたガーナ国に新たにベナン国を加

え、両国における稲作の営農実態について明らかにするとともに、既存の優れた栽培技

術を掘り起こし、その内容、実効性等を分析・検証し、政策立案の基礎資料とした。 
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4 地域食料農業情報調査分析検討事業 （農林水産省） 
食料・農業に関する国際的な変化に的確に対処するため、諸外国の農業政策や食料

の動向等の情報を地域毎（①北米・南米・アフリカ ②欧州・露・東欧 ③アジア・大洋州・

中国）に収集・分析を行い、海外食料農業情報の充実強化を図った。 
 

5 国際相互理解促進事業 （農林水産省） 
     海外主要関係国の国際関係担当官や議会関係者等政策決定に影響力を持つ要人を

招聘してシンポジウムを開催するとともに、在京外国公館幹部を含めて国内農業を視察

する等により我が国の食料、農業の実情に対する理解を深めさせるための事業であるが、

在京外国公館幹部による国内農業視察は実施されたものの、招聘・シンポジウムの開催

等については、WTO 交渉が暗礁に乗り上げたことから実施されなかった。 
 

6 食料安定供給対策基本調査等事業 （農林水産省） 
     食料の安定的な供給システムを構築するため、主要穀物（コメ、小麦、大豆、飼料穀

物）に関し、供給国の生産動向や農業政策について広範な情報収集を行うとともに、民

間の有識者からなる検討委員会において、国際的な需給バランス、価格動向等について

検討した。 
 
Ⅴ 政府関係機関等受託事業 
 

1 課題部国内支援業務受託事業 （独立行政法人国際協力機構（JICA）） 
      JICA において農業・農村開発プロジェクトを実施するうえで必要な各種事務・業務の

支援を社団法人畜産技術協会と共同受託して行った。 
 

2 アフガニスタン国国立農業試験場再建計画プロジェクト （JICA） 
ＪＩＣＡが平成１７年７月から５カ年計画で開始した技術協力プロジェクト「アフガニスタン

国国立農業試験場再建計画」の第２年度の業務実施を行った。 
      第２年度においては、農業潅漑牧畜省の農業試験研究能力の向上を図るため、土壌

試験棟の建設、各種の機材供与、農業情報管理システムの立ち上げを行うとともに、中

期研究基本計画策定への協力、各種セミナーの開催、カウンターパートの本邦研修など

を実施した。 
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Ⅵ その他の受託事業 
 
1 WTO 交渉具体的問題等対応事業 （社団法人畜産技術協会） 

    我が国の農畜産業の実態および農畜産政策並びに国際交渉における我が国の主張の

理解促進を図り、WTO 等交渉に適切に対応できるよう、①主要国からの農業関係者等の

招聘、②学識者等による検討会の開催、③主要国からの情報収集 を行う事業であるが、

②及び③については実施されたものの、WTO 交渉が暗礁に乗り上げたことから、①の招

聘は実施されなかった。 
 
2 全国農業協同組合中央会業務 

    我が国の農業の実態について、諸外国の理解を得るために有用と思われる各種情報を

英文情報紙「Japan Agrinfo Newsletter」として編集し、毎月インターネットによりホーム

ページ掲載を行った。また、WTO 農業交渉に関係する各国政府および国際機関の発表

した関係資料の和訳並びに我が国農業団体が国際会議等へ出席する際に必要とする関

係資料の英訳等について業務請負を実施した。 
 

3 日アセアン・パートナーシップ強化事業 （アセアン事務局） 
１１月に東京で開催された日アセアン地域技術交流事業農業政策担当セミナーの開

催に併せ、農協間協力事業として「日アセアンパートナーシップ強化事業」の第１回会合

を開催した。 
 

           緊急食糧支援事業特別会計 
  

政府の決定に基づき、大規模かつ国際的な緊急食糧支援ニーズに円滑に対処するための 
緊急食糧支援に係る事業を、以下の通り実施した。 
 
１ 差額補填資金の造成 
  緊急食糧支援の実施に伴う政府負担を各年に平準化するため、差額補填資金の造成を 

行った。この結果、差額補填資金の額は、累計で 40,535,674,000 円となった。 
 
２ その他 
  その他緊急食糧支援事業の実施に必要な事業を行った。 
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平成18年度収支決算書 
 

 

貸借対照表 

          総括表 

        一般会計 

        緊急食糧支援事業特別会計 

 

正味財産増減計算書 

        総括表 

       一般会計 

         緊急食糧支援事業特別会計 

 

財務諸表に対する注記 

        一般会計 

          緊急食糧支援事業特別会計 

   

       財産目録 

        一般会計 

        緊急食糧支援事業特別会計 

 
      収支計算書 

          総括表 

        一般会計 

        緊急食糧支援事業特別会計 
  

監査報告書 
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